安全点検の進め方

技術士・労働安全コンサルタント　矢島　藤一

はしがき

　安全点検については、その形態について余り深く検討したことはありません。そこには、いろいろな形態があり、奥行きがあるのと同時に、内容を分析しなければならないことも判ってきました。ここでは、在来の形態を掘り下げることによって、より現実に即した内容に整理してみたいと思います。

　保全の形態には、予防保全と事後保全とがありますが、両者の役割り分担は、設備のおかれた環境によって異なってきます。役割り分担の考え方は、設備等の重要性、人の介在する度合い、設備の自然環境に係わる条件等により相違してきます。

　予防的に行なう安全措置を予防保全と呼んでいますが、予防保全は、設備等の事故発生に係わる安全や人との係わり合いから発生する災害を、どうして保障するかという安全の尺度をもとに行なう必要があります。ある意味では、物を製造する段階の安全度(信頼性とか安全指数)にも共通するところがあります。

　事後保全というのは、事故が発生してから対応するような保全のあり方であります。

　安全点検の趣旨は、予防保全の内容をどのように具体的に進めていくかという方法になってきます。物の安全点検と人の安全を保証するための共通事項はありますが、その本意とするところは根本的に異なります。したがって、その内容は区分して感かえる必要があります。

(1) 設備等の安全点検

　設備等の安全は、設備等のおかれた社会的な影響度(交通、通信、電力、エネルギー等)、

生産設備等の影響度等により、内容が大幅に異なります。その内容によって、どの位の無駄が許されるかということが一つの尺度になってきます。

(2) 人の災害に係わる安全点検

人に係わる安全点検は、災害の発生は本来あってはならないもので、現在の社会的制度からいっても災害の発生を皆無にするという方法を選択しなければなりません。このような趣旨からいうと、点検のための無駄は是認しなければならないものです。

だからといって、無駄が無限に許容されるものではありません。その無駄を如何にして少なくして実効を上げるかということが、課題として上がってきます。このための技術的素養も必要になってきますし、課題の取り組み方を検討する必要があります。以下次のような分類にしたがって検討してみたいと思います。
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1． 設備保全のための安全点検

設備保全の安全点検には無駄がつきものです。いくら細かい点検を繰り返ししても、その効果が確かめられなければ､無駄を繰り返したことになります。このような無駄保全を無くす方法として、TPM(Total　Point　Maintenance)という手法がとられるようになりました。これは、点検の水準を上げることによって、より効果的な点検効果を得ようとする手段です。私も30年以上も前から、TPM（Total　Point　、Maintenance）として、このことを提唱してきました。

安全点検には一口にいっていろいろな方法がありますが、より効果的な方法を選択するために、項目の選定を行い、無駄を無くすために、適格なる方法と適格な周期を選定する必要があります。

1－1　適格なる方法

　設備等には、部分的にパーツの寿命や劣化等が現れるものです。また、半永久的なものとがあります。これらのパーツの一つ一つについて劣化・寿命の適格な周期をつかむことも必要となります。

　劣化・寿命の推定は、製造者の説明書(この内容は製造者責任を回避するために、不適格なものが多いようです。)、保全の実績が大きな役目をします。また、自身が取得した経験資料が効果を示します。その目安とするものを上げますと次のとおりです。

(1)　回転機器

　機器が回転機の場合は、一定期間で必ず効果的な保全方法が求められます｡

　①　注油又は磨耗品の取り替えが出ます｡その周期は物によりまちまちです。

　②　パーツの損傷、磨耗等が周期的に表れます。

　③　使用機器の使用負荷が定格に対して、どの位で使用されているか、また、その温度上昇が使用規格に対してどの程度の余裕があるか。

　④　使用環境が適切な範囲に入っているか、どうか、湿度、ほこり、振動等を調べ、適格な方法を選択します。

　⑤　その他の条件を調べます。

(2)　機器等の可動部分

　①　回転等の可動部分があれば、部品の接触不良や磨耗が表れます。

　②　刃形の接触部分や切り替え部分があれば、使用条件により、接触不良や磨耗が現れます。

　③　その他の条件を調べます。

(3)　静止機器

　静止機器の場合は、使用負荷が適正であれば相当長期間メンテナンスフリーとして使用可能です。しかし、半永久的といっても静止機器の内容によっては、適切な保全が求められる場合があります。次のようなことです。

　①　環境としての温度が異常に高いか、低い場合が想定された時は、点検が必要となります。

　②　環境としての湿度が異常に高ければ、腐食、絶縁不良等が憂慮され、点検が必要となります。

　③　ほこり、振動等が多いところでは、同様なことが表れます。

3 半導体機器を使用する場合は、一般的にはメンテナンスフリーですが、悪い環境で使用すれば短期間に劣化が表れる場合があります。適正な検証が必要です。

1－2　周期の決定

　1－1に述べた諸条件によって、どの箇所には、どのような周期で点検してやればよいか、を決定してみることが必要です。何故このような方法をとるかといえば、無駄と思われ点検をすれば、点検する必要がないのですから、何時の間にか点検しなくなってしまいます。

　無駄な箇所を省くだけならよいですが、必要な箇所も省略してしまいます。これでは何のための点検か、主目的が曖昧になって全く無意味となります。

このため、真に必要な周期把握に努めます。真に必要な周期は各種の試行錯誤を繰り返し、繰り返し、行うことによって次第に正しい周期に近づけることが可能となります。その概要を示します。その他の条件を調べます。

(1) 日常点検

　①　毎日点検　毎日点検は、使用箇所の毎日行う日常的な点検手入れから清掃等も含まれます。

　　　真に必要な箇所を選定します。

　　　清掃片づけも、どの範囲をどうするか、方法等を具体的に示します｡

2 週間点検　毎日点検の必要のないものを選択します。清掃も同様です。

(2) 月次点検

　半月点検、月次点検等がありますが、点検内容を見直し、真に必要なものを選択して適格に行うようにします。真に必要な箇所は決められると思います。

(3) 年次点検

　①　１年点検(試験も含まれます｡)　定期点検ともいわれますが、6月点検もこの中に含まれます。通常、マクロ的な表現で点検項目を示していますが、効果的な点検の内容を示して実施すべきものと考えます。

　②　３年点検(　　同　　じ　　　)　1年点検の項目の中には、この中に含めて、より細密な点検を実施すべきものもあります。
　③　５年点検(　　同　　じ　　　)　②に同じ

　このように区分して、予防保全を実施するわけですが、現実の課題として、その周期が正しいかというと、必ずしも当を得ていません。ただ観念的に習慣を重んじて実施しているものが多々あります。より良い発展のためには、周期の正しさを再検討する必要があります。

　ということは、重要度と無駄をどこで調和させるかです。重要度のランク付け、点数を用いて数学的な評価を実施できないものだろうか。そして、ランクの低いものは、点検周期を延長する手段をとります｡

2． 人の安全のための安全点検

「人の災害は起こしてはならないものとされています。」これは、ILOのOSHMSに示され、世界の共通課題ななっています。このためには、製造側では、「機械設備のフェールセイフ」、「化学設備等各分野の共通事項」になっています。ただ、人の安全を確保するには、相応の安全施策が実施されないと実行が難しいことになります。そのことは、各企業で行なう「OHSMS等労働安全衛生管理」の施策に反映されるものです。

　ここでは、無駄を容認した「安全点検」の手法について検討してみたいと考えます｡

2－1　作業者自ら行う「安全点検」

　設備等における「安全点検」は当然の帰結として作業者自ら行います。その内容は設備等が次の点検周期まで事故の発生の無いような点検手法をとり、人に係わるそれは、自らの行動とその作業に携わる第三者を含めた「災害発生」を防止するのが目的です。

　したがって、「安全点検」と同時に｢作業者安全｣をも考えたものを実施する必要があります。通常「チェックリスト」を作成の上実施に移ります。

　チェックリストは目的毎に異なりますので個々に作る必要があります。作業者の作業を安全に遂行するためには、安全作業手順にしたがって行なう必要があり、手順の省略は許されません。ということは、簡単な「目視点検」から設備等を停止して行う「定期点検」まで含まれるからです。直接的な安全作業手順がある場合は、それに各種の安全措置を付加して作成します。

したがって、既に制定されているものもあるはずですから、その場合は新たに見直し、付加すると共に、無いときには、新たに制定することにします。

その内容は次のようなものです。

1 運転中に機器等の危険性部分に接近あるいは近接するような場合

2 機器等を停止または復帰するときの危険性部分に対する対応措置

このときは、複数の作業が関連したり、複数の作業者が関与する時の措置等も含まれます。

・作業指揮者の指揮方法、交錯する作業の作業指揮の方法等も含まれます。

3 稼動していない機器等の危険性部分に接近あるいは近接するような場合

4 静止中の機器等の各種開閉措置で危険性が伴う場合

5 その他、行動中に危険性が伴う場合

・ここに危険性という中には「有害性」も含まれます。

2－2　企業内で行なう「安全点検」

　企業内で行なうものとしては、ラインの上位の地位にあるものが、作業者の行なっている「安全点検」の手法が正しく行われているか、どうか、を検証するために実施するものです。次のようなものがあります。この場合には、相応のチェックリストを作成して検証しますが、作業者の意を損なわないようなものが必要とされます。

1 直属上長が実施するもの。

2 トップが実施するもの。

3 スタッフが実施するもの。

3． 点検の捉え方

3－1　リストの作成

　安全点検を実施するためには手順を示して、実施効果を確かめなければなりません。このためには、正しい「チェック」方法で落ち度の無いものが必要になります。このためには、リストの見直し、修正が必要になってきます。リスト名をあげますと次のとおりです。

1 安全作業手順

2 作業周期の決定

3 企業内実施の内容

4 部外委託の方法

3－2　チェックリストの作成

　チェックリストには、これはという標準的なものはありません。企業の実態に合わせて作成する必要があります。次のような項目が実施結果に示される必要があります。

1 記録は残し、少なくても3年以上保管します。

2 実施項目別に作成します。

3 実施年月日等、実施者名、責任者承認等を記録します｡

4 良否判定を行ないます。

5 否定したものは、その内容を明記します。

6 不良箇所を発見したら直ちに責任者に報告して、前後措置をとります。

7 その他、必要項目も洩らさず記入しておきます。

　その内容の一端を示しますと次の表のようなものがあげられます。

　チェックリストの内容は、チェックを行なう者の理解が得られるような内容とし、必要なもののみを上げ、効果的な内容のものとします。

　チェックを行なう者は、項目の判らない点は作成者のその真意を確かめます。作成者がいないときは、担当者に確かめます。

「　　　　　　　　　　　」チェックリスト(例示)


年　　月　　日(　　曜日)天候　、温度　℃、湿度　％

	項　　　　　目
	チ　ェ　ッ　ク　内　容
	良否
	備　　考

	安全衛生管理体制
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	安全衛生点検
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	安全作業手順
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	安全装置等
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	安全衛生活動
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	総　　括
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※　この表は安全衛生管理の全般の動向の良否をチェックするもので、実際の実行面についての項目を上げて実施します。

　①　安全衛生点検の方法

　②　安全作業手順の具体的方法

4 施設管理の方法(安全装置、レイアウト、日常管理、清掃の方法、環境管理の方法、

休息室・食堂管理の方法等々)

5 自社の安全衛生活動の方法

6 総括的事項として、全般的な総評を行なったりします。

4． 検証的に行なう安全点検

4－1　部外委託をする場合

　自社のチェックでは不十分である場合が多いのが実際です。自社の範囲で行なうと近視眼的になってしまいます。現在の安全衛生の指向としては、ILOのOSHMSが世界各国で推進する方向付けになっています。

　現在大きな企業で推進していますが、これからは、中小企業から全般に亘って、この指針が浸透してくるものと考えられています。わが国では、このOSHMSの指針に基づくOHSMSが平成11年4月30日に出され、全国的に推進する気運になっています。その内容は、「労働安全衛生規則」に盛られた内容を､どういう形で起動に乗せ、システムとして運用していくかということにほかならないものです。

　より科学的に災害の実態を捉えて、順位を付けて実行しようとするものです。PDCAといわれる内容を、どのように進めるかということです。「安全点検」もその一環として行なうもので、ここから得られた資料を基にして「見直し」をしていこうとするものです。
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